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論　　文
戦前台湾におけるアルミニウム製錬業について
北　波　道　子
はじめに
　本研究の目的は、戦後台湾の経済発展における経済政策策定の過程で、日本統治時代の工
業の継承がどのような影響を与えたのかを検証する前段階として、台湾におけるアルミニウ
ム製錬業の誕生を分析することである。
　戦前台湾で発展した日本資本の工業は、製糖業を中心とする食品加工業やセメント工場な
ど、資源賦存上有利な条件を備えていたために領台初期から投資が始まり、発展した工業と、
1930 年代以降の日本帝国内分業の発達の中で発展したものに大別でき 1）、アルミニウム製錬
は後者に分類される。周知の如く 1980 年代まで長く戒厳令下に置かれた台湾では、台湾を
中華民国から切り離し、独自の経済発展史像を描くような歴史研究は困難であった。このた
め、台湾史研究の深化は、民主化の進展とそれに伴う資料の大々的な整理、公開を待たねば
ならなかった。そして、確かに民主化後、20 年ほどの間に、台湾経済史の研究は急速に緻
密化し、細分化して事例研究の深化が見られるようになった 2）。しかしながら、日本統治時
代の工業化については、戦後、国民党政府によって接収され、公営企業に再編されて台湾経
1 ）戦前台湾の工業化については、古くは張宗漢『光復前台湾之工業化』（聯経出版、1950 年）、凃照彦『日
本帝国主義下の台湾』（東京大学出版会、1975 年）などでも触れられている。しかし、特にアルミニ
ウム製錬に関しては、研究蓄積がそれほど進んでいない。清水啓『アルミニウム外史』（カロス出版、
2002 年）は、アルミニウム産業が戦争と共に発展してきた歴史を描いた大作であり、植民地における
事業についてまとまった記述のある貴重な文献であるが、学術書というよりも読み物としての趣が重
視されているような印象である。『台湾銀行季刊』やその特集号の解説は、データ的な資料は発表され
ているが、白書的なものである。近年では陳慈玉「「計画経済」体制下のアルミニウム産業」『社会シ
ステム研究』第 15 号（2007 年 9 月）がその空白を埋めるものであるが、戦後復興に重点が置かれている。
2 ）台湾の研究動向を知るうえで比較的わかりやすいのは、学位論文の題材である。国家図書館のホームペー
ジからは、近年発表された学位論文がさまざまな切り口で日本統治時代の台湾に関する研究成果が発
表されていることがわかる。アルミニウムに関しては、林志亮「日治時期台湾煉鋁　工業之研究－以「日
本鋁株式会社」在台湾生産為中心」（中国文化大学修士論文、2006 年）が発表されて、細かいデータが
提示されている。
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済における産業資本の大宗を占めたなど、その規模の大きさが指摘される一方で 3）、分析と
評価は「工業日本、農業台湾」という言葉に象徴されるように、結論を自動的に植民地支配
のマイナス面に帰結させるものがほとんどであり、その存在をニュートラルにとらえること
の難しさが残されている 4）。
　例えば、陳慈玉 [2007] は、台湾のアルミ製錬工業史に焦点を当てた数少ない研究業績の
一つであるが 5）、その戦前期の位置づけは旧来の植民地史研究の視点にとどまっている。日
本アルミニウム高雄工場は、「製錬したアルミニウム地金をすべて日本に運んで製品に加工
し、完成品を再び台湾に運んで販売し」ており 6）、「これは、台湾が原料を宗主国に提供し、
宗主国の工業製品を消費するという植民地としての役割を演じていたことを明確に表してい
る」7）というのである。こうした分析は、植民地からの収奪を前提とした貿易によって規定
される「宗主国―植民地関係」を彷彿とさせる点で一見説得力を持つかもしれない 8）。しか
しながら、アルミニウム、特に地金製錬工程とその産出品の特徴を鑑みると、それを単なる
収奪的な貿易関係と位置付けてよいのかという疑問が浮かんでくるのである。
　アルミニウム地金製造は、大量の電力消費を前提とし、高い技術と設備装置の導入を必要
とする、当時としては最新の近代的な工業であった。つまり、その工場を誘致することは、
プランテーションや鉱山採掘のように植民地における豊富な富と労働力の搾取を目的とした
宗主国資本の進出とは性質を異にする。また、原料であるボーキサイトは台湾島内で確保す
るのではなく、全て輸入に頼っており、現地の天然資源鉱脈の所有権や採掘権を奪うもので
もなかった。また、地金を圧延、加工して、消費財の原料とするのにも高い技術と設備投資
が必要とされることに加えて、製糖業の伝統糖 のように、台湾にもともと伝統的アルミニ
ウム製錬業が存在したわけではなかったため、近代的な大資本との競争によって台湾人資本
を消耗させるものでもなかった。加えていえば、製造されたアルミニウム地金はその大部分
が航空機など軍需産業の需要に応えるものであり、植民地市場における工業製品の販売を目
的とした消費材にはならなかったのである。
　では、なぜ、日本統治時代の台湾でアルミニウム製錬産業が興ったのか。そこにはどのよ
3 ）劉進慶『戦後台湾経済分析』（東京大学出版会、1975 年）では、当時の経済における圧倒的な存在とし
ての日本資産＝公営部門が指摘されている。
4 ）薛化元著／やまだあつし・北波道子訳「日本統治期台湾植民地的経済発展の解釈に関する一考察」『現
代台湾研究』第 43 号（2012 年）pp.21-40。
5 ）陳慈玉、前掲論文。
6 ）この部分は、金成前「台湾鋁業発展與世界鋁業之趨勢」『台湾文献』第 22 巻 4 期（1971 年 12 月）の引
用である。陳慈玉、同上論文。
7 ）陳慈玉、前掲論文、p.112。陳慈玉「日本統治期における台湾輸出産業の発展と変遷（下）」『立命館経済学』
第 60 巻第 1 号（2012 年 5 月）pp.108-130 も同様である。
8 ）近年の植民地経済史の研究では、こうしたモデルは必ずしも主張されない。
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うな必然性があったのか。そして、その必然性は、第二次世界大戦後大きく変化した国際情
勢の中でも、不変な比較優位であったといえるのか。
　結論を先取りするならば、1930 年代に台湾に誘致されたアルミニウム製錬は、日月潭水
力発電所の余剰電力を主要な誘因とし 9）、日本におけるアルミニウム製錬工業振興の行き詰
まり、およびその背後で増大しつつあった軍事需要の後押しがあって具現化した特殊な時代
の産物であった。したがって、戦前台湾のアルミニウム製錬業が持ち得た経済合理性は戦後
には継承されなかったと考えられる。
　そのことを実証するために、本稿ではまず、アルミニウムという新しい素材の工業への応
用について考察し、次に、日本アルミニウム株式会社の台湾進出を日本のアルミニウム製錬
産業が世界の技術水準に追いつくためのターニングポイントとして位置づけ、最後に需要の
面でその推進力を確認する。
　Ⅰ．アルミニウム製錬業の歴史と特長
　現在、アルミニウムは、大別するとボーキサイトからアルミナ（酸化アルミニウム）を抽出
する工程（バイヤー法）と、アルミナを溶融氷晶石の中で電気分解し、アルミニウム地金を作
る工程（ホール・エルー法）の 2段階で工業的に製錬されている。バイヤー法は 1888年にオ
ーストリアの化学者バイヤーによって開発され、ホール・エルー法は1886年にアメリカのホ
ール、フランスのエルーがそれぞれ独自に開発したことから両名の名前で呼ばれている 10）。
　アルミニウムは地球外皮土壌構成元素のうち、無機物としては酸素、ケイ素に次いで多く
含まれているが 11）、イオン化傾向が大きいため自然金属としては存在しない。このため、発
見当初は非常に希少なものとして貴金属のような扱いであった。その利用が本格的に始ま
ったのは 19 世紀のことであり、銅や鉄と比べて比較的新しい金属といわれている。アルミ
ニウムは 1824 年に初めて実験室で精製されたが、その製造法が工業に応用できるレベルに
まで発展するのは氷晶石（Na3AlF6）がヨーロッパに輸入されて後のことであった。高橋本
枝は製造法によって、1854 年以前は純化学的製造時代、1854 年以降を電気化学的製造時代
としている 12）。その後、ホール・エルー法によって、アルミナの電気分解時の温度をアルミ
ナの融点（約 2000 度）から約 1000 度に下げられるようになったため、これをきっかけに
9）北波道子『後発工業国の経済発展と電力事業』（晃洋書房、2003 年）第 2章。
10）日本軽金属ホームページ「高純度アルミニウム製造法」http://www.nikkeikin.co.jp/pages/hpa/
product/index.html などを参照。
11）Clark とWashington の研究による。
12）高橋本枝『アルミニューム工業』（丸善株式会社、1927 年）pp.10-11。
29
関西大学『経済論集』第64巻第1号（2014年6月）
30
1889 年からアルミニウム工業は最初の大規模化期を迎える。表１をみると、初期の世界の
アルミニウム製造量の画期は、数十トンから一気に 175 トンとなった 1890 年、1000 トンを
超えた 1894 年、1 万トンを超えた 1905 年が顕著である。ホールの特許が切れた 1906 年以
降には新規参入も始まった 13）。
表 1 　世界におけるアルミニウムの生産量（1890-1913年）　　（単位：トン、1,000トン）
年
北米 ヨーロッパ
世界
合計計 アメリカ カナダ 計
フラ
ンス
イギ
リス
ドイツ スイス
イタ
リア
ノル
ウェ
ー
オー
スト
リア
1885 0.3 0.3 13.0 2.0 1.0 10.0 13.3
1886 3.0 3.0 13.4 2.4 1.0 10.0 16.4
1887 8.1 8.1 18.0 2.0 1.0 15.0 26.1
1888 8.6 8.6 30.7 4.2 11.5 15.0 39.3
1889 21.6 21.6 49.3 14.8 34.5 70.9
1890 27.9 27.9 147.5 37.0 70.0 40.5 175.4
1891 76.1 76.1 257.2 36.0 52.5 168.7 333.3
1892 133.6 133.6 353.4 75.0 41.0 237.4 487.0
1893 141.3 141.3 574.5 137.0 437.5 715.8
1894 370.4 370.4 870.0 270.0 600.0 1,240.4
1895 416.8 416.8 1,010.0 360.0 650.0 1,426.8
1896 590.0 590.0 1,200.0 370.0 130.0 700.0 1,790.0
1897 1,814.0 1,814.0 1,580.0 470.0 310.0 800.0 3,394.0
1898 2,359.0 2,359.0 1,675.0 565.0 310.0 800.0 4,034.0
1899 2,948.0 2,948.0 3,150.0 800.0 550.0 1,800.0 6,098.0
1900 3.2 3.2 4.1 1.0 0.6 2.5 7.3
1901 3.2 3.2 4.3 1.2 0.6 2.5 7.5
1902 3.3 3.3 4.5 1.4 0.6 2.5 7.8
1903 3.4 3.4 4.8 1.6 0.7 2.5 8.2
1904 3.9 3.9 5.4 1.7 0.7 3.0 9.3
1905 5.1 5.1 5.9 1.9 1.0 3.0 11.0
1906 6.8 6.8 7.9 3.4 1.0 3.5 14.7
1907 7.8 7.8 10.8 4.7 1.8 4.0 0.3 18.6
1908 5.1 5.1 11.5 4.7 2.0 4.0 0.6 0.2 16.6
1909 13.6 13.6 15.3 6.1 2.8 5.0 0.8 0.6 28.9
1910 19.1 16.3 2.8 21.1 6.4 5.0 8.0 0.8 0.9 40.2
1911 20.7 17.2 3.5 26.7 7.4 5.0 11.7 0.8 1.8 47.4
1912 21.3 19.0 2.3 42.3 10.2 10.0 18.6 0.8 2.7 63.6
1913 30.1 21.8 8.3 38.4 13.5 7.5 1.0 10.0 0.9 2.5 3.0 68.5
出所）C.J.Schmitz,1979,World Non-Ferrous Metal Production and Price,1700-1976,FRANKCASS
　しかしながら、ボーキサイトという特殊な金属鉱と電気分解工法によって必要とされる大
容量電源確保の必要があったため、アルミニウム製錬業はその立地を選んだ。また、需要に
13）佐藤定幸『米国アルミニウム産業―競争と独占―』（岩波書店、1967 年）pp.16-17 によれば、アメリカ
では Bradley の特許が切れる 1909 年まで PittsburghReductionCompany（1907 年からは Alcoa）に合
法的独占が許された。
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ついても、当初は鉄鋼業で鋼の脱酸用に使われるくらいで、その用途は限定されていたとい
う。地金の製錬のみでは市場の拡大は望めなかったため、アメリカのAluminumCompany
ofAmerica（Alcoa、当時は PittsburghReductionCompany）は、自ら加工にのりだし、
1901 年には厨房器具など家庭用品を製造する会社とそれを販売する会社を作るなど、その
普及に努力した 14）。次第に自動車工業や電気工業で利用されるようになり、1907 年に銅の市
況が高騰したため、代替品として送電線に使用されたのを契機に需要が拡大した。しかし、
さらに需要が拡大したのは第一次世界大戦中で、軍需物資の原材料とされたアルミニウム製
造は欧州、北米共に飛躍的に拡大した。（表 2）第一次世界大戦中の供給増は、しかし、戦
後 1920 年代には供給過剰となり、一時的に生産が落ち込んでいる。
　アルミニウムは新素材であったため、既存の銅や鉄鋼など諸金属との競争が激しく、価
格が低廉で安定していることが必要とされた。このため 1940 年までアメリカで独占体制を
維持していたAlcoa はボーキサイト鉱山の開発、低廉な電力の確保、生産加工技術の向上、
新合金と利用技術の開発、新製品開拓を行うと同時に、アルミニウムの価格の引き下げを進
めた。
　一方、ヨーロッパでは、1901 年から 1939 年に解消されるまで合計 4 回のカルテルが締
結され、販売数量の割り当て、市場の制限、販売価格の協定などを行った。しかし、初期
には生産制限を行わなかったため、生産過剰となって市場価格の低下に見舞われた。1926
年の第 3回カルテルからドイツが参加し、表１と表 2からわかるように、1913 年にアルミ
ニウム地金の生産を本格的に開始したドイツは、1920 年代半ばにはヨーロッパで最大の生
産者になっていた。1930 年 7 月にこの欧州カルテルとカナダに企業籍を置くAlcoa の本社
AluminumLimited（Alted）が協定を結び、1931 年から 5 か年に渡って、日本への販売権
をAlted が 52％、カルテルが 48％とし、販売はAlted を通じて行うことが決定された。そ
の翌 1931 年に第 4回のカルテルが結成され、過剰在庫の解消と市価の安定に努めた。1936
年には過剰生産に対する賦課金などを課すこととしたが、軍備の拡大に伴って増大するドイ
ツの生産についてはカルテルの統制力は及ばず、1939 年 9 月に第二次世界大戦が勃発した
ことによりカルテル組織も解消した 15）。
　このようにヨーロッパのカルテルと Alcoa 勢力による競争と協力関係が、戦前の世界の
アルミニウム製錬業の形成を特徴づけてきたことは、表 2からも明らかである。その過程で、
資本および設備投資の規模が拡大し、トン当たり製造コストがひき下げられ、新規参入の障
壁は急速に高くなっていった。
14）佐藤定幸、同上書、p.21。
15）佐藤真住・藤井清隆『アルミニウム工業』（東洋経済新報社、1968 年）p.188-190。
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表 2 　1914年から1945年までの主要アルミニウム地金生産国の生産量（1,000トン）
年
北米 ヨーロッパ 日本
満洲 ソ連 世界合計計 アメリカ
カナ
ダ 計
フラ
ンス
イギ
リス
ドイ
ツ
イタ
リア
スイ
ス
ノル
ウェ
ー
計 台湾 朝鮮
1914 32.8 26.3 6.5 40.4 10.0 7.4 1.0 0.9 15.0 4.1 69.0
1915 46.8 40.8 6.0 28.9 6.0 7.1 1.0 0.9 10.0 3.9 78.0
1916 60.1 52.6 7.5 45.0 9.6 7.7 8.0 1.1 12.5 6.1 104.0
1917 67.0 59.0 8.0 62.5 11.1 7.1 20.0 1.7 15.0 7.6 124.0
1918 64.2 56.2 8.0 70.1 12.0 8.3 25.0 1.7 15.0 8.1 131.0
1919 73.1 58.1 15.0 56.0 10.2 8.1 12.0 1.7 15.0 4.0 133.0
1920 74.6 62.6 12.0 53.1 12.3 8.0 12.0 1.2 12.0 5.6 126.0
1921 32.5 24.5 8.0 44.1 8.4 5.0 11.0 0.7 12.0 5.0 78.0
1922 43.6 33.6 10.0 51.3 7.5 7.1 16.0 0.8 13.0 4.9 92.0
1923 68.0 58.0 10.0 71.7 14.3 9.1 17.0 1.5 15.0 13.3 138.0
1924 80.5 68.0 12.5 87.6 16.3 8.0 20.0 2.1 19.0 20.0 169.0
1925 78.5 63.5 15.0 102.5 18.4 9.7 27.2 1.9 21.0 21.3 181.0
1926 85.1 67.1 18.0 112.4 23.6 8.1 30.6 1.9 21.0 24.2 195.0
1927 97.4 74.4 23.0 108.9 25.0 9.7 28.4 2.5 20.0 20.8 220.0
1928 132.8 95.2 37.6 118.7 25.9 9.7 31.7 3.5 19.9 24.8 256.0
1929 145.4 103.4 42.0 131.4 29.1 8.1 33.3 7.4 20.7 29.1 282.0
1930 138.9 104.3 34.6 128.0 24.6 13.2 30.7 8.0 20.0 27.4 269.0
1931 111.6 80.7 30.9 108.4 18.2 14.2 27.1 11.1 12.7 21.4 0.1 219.0
1932 65.2 47.2 18.0 86.4 14.4 10.2 19.3 13.4 8.0 17.8 0.9 154.0
1933 55.1 39.0 16.1 82.0 14.3 11.0 18.9 12.1 7.0 15.4 4.4 142.0
1934 49.4 33.6 15.8 104.6 15.1 12.9 37.2 12.8 8.0 15.3 0.6 14.4 171.0
1935 75.4 54.4 21.0 154.2 22.0 15.1 70.8 13.8 12.0 15.0 2.6 24.5 258.0
1936 128.5 101.6 26.9 194.9 29.7 16.3 97.2 15.9 14.0 15.4 4.7 37.9 366.0
1937 175.0 132.4 42.6 259.1 34.7 19.3 127.2 22.9 25.0 23.0 12.8 2.0 60.0 493.0
1938 194.3 129.7 64.6 319.0 45.3 23.4 165.6 25.8 26.0 29.0 18.2 3.8 43.8 589.0
1939 223.8 148.7 75.1 374.4 52.5 25.4 199.5 34.2 27.0 31.1 29.1 7.4 3.3 n.a. 687.0
1940 285.8 186.8 99.0 393.0 61.7 19.3 211.3 38.8 28.0 27.8 35.4 7.7 1.2 5.0 n.a. 783.0
1941 474.3 280.3 194.0 419.5 63.9 23.1 233.6 48.2 26.0 17.5 65.5 12.3 2.8 8.0 66.4 1,037.0
1942 763.3 472.5 290.8 452.8 45.2 47.6 264.0 43.5 24.0 20.5 92.5 13.2 3.9 7.4 55.0 1,394.0
1943 1284.1 834.4 449.7 455.2 46.5 56.0 250.1 46.2 19.0 23.5 132.8 15.4 9.4 8.6 62.3 1,949.0
1944 1123.0 703.8 419.2 370.4 26.2 36.1 244.2 16.8 10.0 20.0 136.8 11.3 16.0 8.0 71.0 1,710.0
1945 644.7 449.0 195.7 89.6 37.2 32.4 4.3 5.0 4.6 20.1 0.6 3.1 1.5 86.3 870.0
出所）C.J.Schmitz,1979,World Non-Ferrous Metal Production and Price,1700-1976,FRANKCASS、お
よび東洋経済新報社『昭和産業史』、Metal Statistics 1938, AmericanMetalMarket
Ⅱ．日本におけるアルミニウム産業の発展
１．アルミニウム加工業の発展と需要の増大
　日本の金属アルミニウムの加工工業は 1894 年に大阪砲兵工廠で、軍隊用のベルトの尾錠
を造ったことがその始まりであった。その後、ドイツから加工用の機械を輸入し、鍋、弁当
32
33
戦前台湾におけるアルミニウム製錬業について（北波）
箱、コップなどの器物を製造するようになり、明治大正期には、製品のほとんどが日用器物
であった 16）。
表 3　日本のアルミニウム地銀輸入と器物輸出高（1907-1937年）
年度
日本のアルミニウム地金輸入 アメリカのアルミ価格 為替相場
器物輸出
1,000 円トン 1,000 円
１トン当
たり（円）
円換算
（円）
ドル
ニュ ヨーー ク
＄/100 円
1907 822 1,278 1,555 2,007 992 49.44
1908 429 389 908 1,281 633 49.38 17
1909 343 254 740 980 485 49.50 51
1910 456 303 665 992 491 49.44 35
1911 427 275 643 897 442 49.31 27
1912 967 597 617 982 485 49.44 117
1913 307 224 729 1,054 521 49.44 125
1914 474 391 825 832 410 49.25 42
1915 490 424 866 1,539 752 48.88 547
1916 752 2,044 2,718 2,678 1,339 50.00 230
1917 958 2,695 2,813 2,237 1,130 50.50 871
1918 886 1,670 1,885 1,442 741 51.38 1,232
1919 1,491 2,517 1,688 1,400 709 50.63 1,792
1920 1,914 2,876 1,503 1,360 675 49.63 1,000
1921 1,809 1,811 1,001 957 468 48.88 302
1922 3,936 3,073 781 860 412 47.88 459
1923 3,600 3,050 847 1,152 560 48.63 544
1924 3,903 4,136 1,060 1,419 596 42.00 678
1925 4,600 5,860 1,274 1,475 599 40.63 1,339
1926 7,421 8,817 1,188 1,276 595 46.63 1,063
1927 5,823 6,004 1,031 1,182 560 47.38 1,089
1928 9,234 9,230 1,000 1,133 527 46.50 1,042
1929 11,894 11,101 933 1,144 527 46.07
1930 10,967 9,559 872 1,062 524 49.37 707
1931 2,782 2,181 784 1,051 514 48.87 342
1932 4,794 5,044 1,052 2,432 514 21.12 366
1933 3,606 5,787 1,605 1,886 476 25.23 929
1934 5,311 1,531 452 29.51 1,931
1935 11,126 14,334 1,288 1,582 452 28.57 1,611
1936 9,012 11,830 1,313 1,529 443 28.95 2,028
1937 4,067 6,749 1,659 1,530 441 28.81 3,259
出所）高橋本枝『アルミニューム工業』（丸善株式会社、1927 年）pp.132-133 および『アルミニウム年鑑・
マグネシウム総覧』（金物時代社、1939 年）p.900、p.905 から作成。Schmitz,op.cit.,p.22、日本銀行
統計局『明治以降本邦主要経済統計』（日本信用調査株式会社、1966 年）pp.318-320。「「アルミニウム」
工業に関する資料」p.6。
　アルミニウムは板として輸入される場合もあったが、多くは商館を通じて地金が輸入され、
中小の加工工場には圧延の技術や設備を持たず、住友金属や古河電工などの素材工場の大き
なところに圧延を頼んだ。1911 年に加工業者である日本アルミニウム工業株式会社が、ア
16）『昭和産業史　第１巻』（東洋経済新報社、1950 年）pp.232-233。他。
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ルミニウム専門工場ではじめてロール機を設置したが、こうした例は少なかった 17）。
　そのころ古河鉱業は 1910 年の鬼怒川水力電気の架線建設時にアルミニウム送電線の存在
を知り、採用には至らなかったが、当時足尾鉱業所工作課長であった高橋本枝を欧米に派遣
して研究を始めていた。同社は、BritishAluminium（BA）との間にアルミニウム・ワイヤ
ーバー製造販売および技術指導の一手契約を成立させ、1920 年から銅心アルミニウム送電
線の製造を始めた。1925 年には住友電線製造所も Alcoa と技術供与契約を結び、送電線の
製造を始めた 18）。
　また、第一次大戦中にドイツが航空機の材料としてアルミニウム合金のジュラルミンを使
用したことがわかり、1917 年に住友金属は海軍の需要に応えるためにその研究に着手した。
一方、古河も 1922 年から研究を始め、1928 年 6 月に古河電気工業日光電気精銅所を陸軍が
航空機材指定工場として、本格的にジュラルミンの製造を始めることとなった 19）。このよう
に日本におけるアルミニウム地金の需要は順調に増大していった。表 3 を見ると輸入量も
1919 年に 1000 トンを超え、1920 年代後半には 5000 ～１万 2000 トンの輸入規模となってい
た。また、表 3に示した如く、アルミニウム製品の輸出は年額 100 万円前後、重量は 700 ト
ンほどで、それらは主に満洲と中国向けであった 20）。
　『昭和産業史』によると、「昭和に入ると、世界のアルミニウム地金は、日本に殺到するよ
うになった」。というのも、日本は年間 1万トン以上のアルミニウムを消費するにもかかわ
らず、自国では地金を 1トンも生産し得なかったので「一国では世界中で最も大きな、最も
良いアルミニウム市場とされた」からであるという。このため、日本における外国アルミニ
ウムメーカーによるダンピング戦は熾烈を極め、『昭和産業史』では、1930 年には世界で最
も安かったのではないかと分析している 21）。確かに、表 3に示したように、単純にアメリカ
のアルミニウム価格をその年の平均為替レートで円換算した場合、第一次世界大戦の世界的
な需要増でアルミニウムが不足した 1916 年から 1921 年の間を除いて、一貫して日本の輸入
価格のほうがアメリカの価格よりも安くなっている。したがって、後述する如くコストの高
い国産のアルミニウム地金製錬が産業として成立する見込みはあまり高くなかった。しか
17）同上。
18）『日本軽金属 20 年史』（日本軽金属株式会社、1959 年）pp.1-2。
19）同上、p.3。
20）工務局調「アルミニウム工業に関する資料」（1934 年 8 月）。『アルミニューム関係書類』（別存昭和財
政史資料第 221 号）。日本のアルミニウム加工業が高度に発展していた例として、1929 年に理化学研究
所のグループ（主任研究員鮎井幸太郎、瀬藤象二、宮田聡）がシュウ酸による酸化処理（アルマイト処理）
を発見し、アルミニウムの腐食を抑えて強度を保つことから、様々な分野に応用されたことなどがあ
げられる。『理研ニュース』No.287（2005 年 5 月）p.10。
21）前掲『昭和産業史　第１巻』pp.235-236。
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しながら、1931 年からは Alcoa と欧州カルテルが協調することで日本へのアルミニウム地
金の供給が一本化され、加えて金解禁による為替下落の影響で 1931 年のトン当たり 784 円
から 1933 年の 1600 円まで 2 年で 2 倍になった。この間、満洲事変による産業界の活況と為
替変動、国際連盟脱退、および航空機材料としての要請があってアルミニウム国産熱が急
速に高まったのである 22）。その後、1934 年には日本でアルミニウム製錬が始まったのを受け
て 2000 円であった輸入アルミニウムの価格が 1700 円にひきさげられたとして、『国民新聞』
は 1934 年 1 月 30 日に「新興アルミ工業に国際カルテルの強圧策、計画的売値引下げを連続」
としてこれを批判する記事を掲載した 23）。とはいうものの、輸入アルミの価格は以前の水準
にはもどらなかった。国際価格の引き下げが日本においてアルミニウム地金生産が本格化す
るのを阻止するためのダンピングであったかどうかはここでは議論しないが 24）、日本のアル
ミ製錬業が 1934 年の時点でまだなお国際的に競争力を持ちえない状況下にあったのは事実
であった。Wallace によれば、日本政府はボーキサイトがなかったために自国産業の育成の
ためにすでに何年も不毛な努力を続け、国内産粘土の利用に力を注いできた。そして、1926
年にトン当たり 750 ドルで白粘土からアルミニウムができると発表したが、それは輸入価格
より、200 ドルも高かったと批判されていたのである 25）。
　このように、世界でアルミニウムの加工品が利用され始めて間もなく、日本でもその加工
業が隆盛し、また、第一次世界大戦後にはジュラルミンなどの軽合金の需要増大が見込まれ
るようになっていたが、一方で地金の生産はほぼ 100％輸入に依存していたというのが当時
の日本のアルミニウム産業の実状であった。
22）前掲『日本軽金属二十年史』p.8。
23）「新興アルミ工業に国際カルテルの強圧策　計画的売値引下げを連続　助成対策要望さる」『国民新聞』
（1934 年 1 月 30 日）。記事中では、アルミの価格は 2000 円から 1700 円に下がり、1500 円にまで引き
下げられつつあると表現されている。理化学研究所所長の大河内正敏氏が 1934 年 4 月に行った講演会
でも、同様のことが訴えられているので、当時日本の世論はそのように考えていたと思われる。「新興
工業の展望」『経済倶楽部公演（53）』（1934 年、東洋経済出版部）pp.55-61。
24）Wallace,Market Control in the Alminiun Industry,HarvardUniversityPress1937 では、カルテルの
メンバー間競争が強調されるが、日本のアルミニウム産業への警戒は表明されていなかった。
25）Wallace,op. cit.,p.93。
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表 4　日本の主要アルミニウム精錬メーカーの創業期の状況
会社名 日本電工
住友アル
ミニウム
製錬　　
日満アル
ミニウム
日本アル
ミニウ　 日本曹達 朝鮮窒素
満州
軽金属
資本金（千円） 50,000 10,000 10,000 10,000 16,000 80,000 25,000
設立年月日 1934 年3 月
1934 年
6 月
1933 年
11 月
1935 年
6 月
1920 年
2 月
1927 年
5 月
1936 年
11 月
生産能力（ｔ） 7,000 3,000 5,000 6,000 3,000 4,000 4,000
設立時 5,000 1,500 5,000 6,000 2,000 4,000 4,000
将来 10,000 3,000 14,000 6,000 10,000
操業開始 1934 年9 月 1936 年
1936 年
1 月
1936 年
11 月
1937 年
5 月 1 日 1940 年
1938 年
6 月
アルミナ製造
工場名 横浜工場
住友化学
飾磨化学 岩瀬工場 高雄工場 高岡工場 興南工場 撫順工場
原鉱石名 明礬石 明礬石 礬土頁岩 ボーキサイト
ボーキサ
イト 明礬石 礬土頁岩
原鉱石鉱山 朝鮮声山 朝鮮玉理山 満州烟台
インドネ
シア
インド、
インドネ
シア
朝鮮
加沙里
烟台、
小市
アルミナ製造
法
岡沢、田
中法、工
業試験所
法
住友法、
浅田谷口
法
鈴木、田
中法（理
研法）
バイヤー
法
バイヤー
法
乾式法（曹
達石灰法）
硫安法（乾
湿併用法）
電解工場名 大町工場 新居浜工場 岩瀬工場 高雄工場 高岡工場 興南工場 撫順工場
電極製造 自給 自給 自給 自給 自給 自給 自給
氷晶石供給 購入 購入 購入 購入、自給 自給 自給 自給
電力供給先 自家発電、東信電気
四国中央
電力　　
日本海電
力、県営
電力　　
台湾電力 日本電力 自家発電 炭鉱電力
出所）置村忠雄『軽金属史』（金属工業調査会、1947 年）pp.7-8。東洋経済新報社『昭和産業史』p.217 他
より作成。『昭和産業史』の原点は軽金属統制会の資料。
　注）操業開始はアルミニウム製錬を開始した時期と必ずしも一致しない。
2 ．日本におけるアルミニウム製錬国産化
　日本でアルミニウム製錬工業がなかなか産業レベルに達しなかったのは、当初は原材料に
至るまで全てを国産にこだわったという経緯があった。明礬石や礬土頁岩など、アルミナの
含有量が高い鉱石は日本や朝鮮、満洲においても採掘が可能であったからである。理化学研
究所所長大河内氏は「ボーキサイトを使わずにアルミナを作ろうという研究、これは日本が
世界中で一番盛んであったと申して宜い」と述べている 26）。
　この純国産主義ともいえる方針の背後には軍部の強い意向があった。1916 年に設立され
た日本軽銀製造株式会社は、1921 年に軍需工業研究奨励金の交付が発表されてその後 4 年
間にわたって合計 9 万円の援助を受けた。その結果、純度 98.9％のアルミナの抽出に成功し、
26）大河内正敏「新興工業の展望」『経済倶楽部公演（53）』（1934 年、東洋経済出版部）pp.55-61。
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また東京工業試験所は 1920 年から 1925 年のプロジェクトの結果、99.2％以上のアルミナ製
造に成功した。ところが、後者は同時に硫安が発生し、これを分離するのにかかった損失は
公表されず、公表できないほど大きかったと推察されている 27）。
　1926 年に政府はアルミニウム工業促進に関する協議会と称する諮問会議を設け、6月 15
日にその第 1回会議が開催された。会議は半年ほどの間に 6回開かれたが、アルミナの製造
方法、あるいは当面はアルミナを輸入し、アルミニウム製錬だけでも工業として隆盛させる
べきかなどといった点については合意が得られなかった。会議では市価 1000 円をめどに話
し合いがなされ、三井鉱山株式会社専務取締役の牧田氏が「国防上は粘土を原料とする必要
あるべしと雖も、平時はボーキサイトにても可ならずや」と発言している。また、小寺工業
試験所長は安価なボーキサイトが確保できれば、輸入してもよいのではないかという意見を
出している 28）。明礬石や礬土頁岩よりもボーキサイトを利用する方がコスト面でずっと有利
であることは、この時点ですでによく知られていたのである。もっともそのボーキサイトも、
シリカ（二酸化ケイ素 SiO2）の含有量によって採算性が大きく分かれた。前出の大河内氏
の講演では、シリカの含有量が 3 ％以上だと曹達の使用量が増えてコストが上がり、日本
で発見されるアルミナの含有量が高い鉱石は、シリカ含有率も 25％から 40％と高く在来の
製法では原料として使えないと説明されている 29）。つまり、元素としては普遍的に存在する
アルミニウムを、純粋金属として工場で採算が取れるように工業生産を開始するには、一定
の条件を満たす鉱石の供給源を確保する必要があったのである。
　こうした経緯から、表 4にしめしたように、当初は 7社中 5社が国産原料と国産技術でア
ルミニウム製錬工業を開始した。それらは、日本電工（元日本沃度、のちの昭和電工）、住
友アルミニウム製錬と日満アルミニューム、および朝鮮窒素と満洲軽金属であった。
　一方、日本アルミニウムは、設立当初より輸入ボーキサイトを利用した。その経緯は以下
の通りである。1925 年に古河電気工業は、東海電極製造、大成化学工業と提携して三社ア
ルミニウム協議会を発足した。古河は外国の情報収集を続けており、偶然シンガポール付近
のビンタン島に南米産に似た熱帯ボーキサイトの鉱床があることを知って、1927 年初頭に
その存在を確認した。オランダの蘭印錫採掘会社（NITEM社、1927 年に NIBEM社と改名）
がこの採掘権を握ることを知ると、親会社のビリトン錫社と交渉し、1928 年には優先供給
の内諾を得た。1930 年にビリトン錫社から探鉱開始への立会要請があり、結果を受けて翌
27）工務局調「アルミニウム工業に関する資料」（1934 年 8 月）。『アルミニューム関係書類』（別存昭和財
政史資料第 221 号）。
28）商工省工務局「アルミニウム工業促進ニ関スル協議会会議録」（1927 年 6 月）大蔵省財務総合政策所財
政史室。
29）大河内正敏、前掲書。
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1931 年 11 月に予備交渉を済ませた 30）。この年の 6 月、三社アルミニウム協議会は日本アル
ミニウム・シンジケートと改称し、シンジケート名で対外交渉を行うようになった。このた
め、多分に新会社設立事務所のような役割を果たす形になって 31）、日本アルミニウム株式会
社はこのシンジケートの計画をほとんど引き継ぐ形で成立した。
Ⅲ．台湾におけるアルミニウム製錬産業の勃興
１．日月潭水力発電所と日本アルミニウム
　採算ラインを考えるとアルミニウム製錬工業における電力購入価格は、最高でも１キロワ
ット時当たり 1 銭以下であることが不可欠であった 32）。このため、特に電解法を基礎とする
工業においては買電よりも自家発電設備を具備する方が経営には有利だといわれていた 33）。
事業者は原料の確保の一方で豊富で低廉な電力供給を受けられるよう工場立地の確保にも力
を注がなければならなかったのである。そういった事情から、既述「アルミニウム工業促進
ニ関スル協議会会議録」には、参考資料として、富山県と台湾電力株式会社の情報が掲載さ
れていた。
　富山県は、1927 年時点で、責任負荷 70％の場合、定時 1 銭 2 厘、不定時 7 厘、1930 年 3
月までとする条件および、負荷 90％で、定時 1 銭 3 厘、不定時 7 厘、負荷が 95％を超える
場合は定時不定時とも 5 厘という条件を提示していた。また、別の資料では「アルミニウム
工業ニ供給シ得ベキ富山県営電力調」として、1 キロワット時に付き 8 厘 08 から 8 厘 37 都
の記載がみられた 34）。表 4 からもわかるように富山県には日満アルミニュームが工場を建設
し、後に日本曹達も進出している。一方、台湾電力株式会社については単に現況と未完成の
日月潭に関する情報が記載されているだけで、1 キロワット時いくらで提供できるというよ
うな具体的な誘致案は資料には提示されていなかった。
　国産振興委員会への答申で古河は、高知県の奈半利川、仁淀川、鈴川の水を利用して出力
3 万 6862 キロワットの発電所を約 1972 万円で建設し、利用率 80％で計算すると、発電原価
30）国産振興委員会諮問第 6 号「アルミニウム工業に関する特別委員会第二回会議に於ける古河関係諸氏
の説明概要」によると、古河側は日本でのボーキサイト購入価格を当初は1トン25円、3年目から20円、
その後 17 円にまで下がるとの予想で、南洋以外（例えばインド）からの輸入である場合、これより 10
円は高くなると試算されていた。
31）前掲『日本軽金属 20 年史』p.8。
32）大河内、前掲書、p.20。
33）寒川恒貞「アルミニウム製造工業について」他。大河内、前掲書、p.20 では 1 万トンと言われていた。
34）商工省工務局「アルミニウム工業促進ニ関スル協議会会議録」（1927 年 6 月）。「アルミニウム工業ニ供
給シ得ベキ富山県営電力調」。
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は 7 厘 9 毛となるとの試算を明らかにしている。10 年後には償却も終わり、6 厘 6 毛となる
予定であった。朝鮮も検討したが、有利なところの水利権が既に押さえられていて、アルミ
ニウム年産 1 万 2000 トンを維持できる発電地点はみつからなかったという 35）。こうして、最
終的には台湾電力株式会社と 1 キロワット時あたり 5 厘のスライディングスケール契約を結
び 36）、日本アルミニウム株式会社は高雄に最初の工場を建設することになった。
　台湾電力株式会社が安価に大量の電力を供給する契約を一私企業と結んだのには、事情が
あった。台湾電力は、当時、東洋最大の 10 万キロワットの水力発電所を台湾中部の日月潭
に建設するために、1919 年に設立された半官半民の電力会社であった。表 5 に示した如く、
1918 年の台湾の発電設備容量は、総督府が営む官営の 9325 キロワットと民間工場の自家発
電 9000 キロワット、そして、零細な電灯会社 8 社の合計が 815 キロワットで、合計 2 万キ
ロワットほどであった。一方で、台湾では電灯や小規模動力の普及によって、電力需要の急
速な拡大がみられていた。特に、第一次世界大戦時には、いわゆる「大正南進」といわれる
投資ブームも相俟って、今後台湾への投資が伸びると目された。このため、1917 年から大
規模電源開発の可能地点の調査が行われ、中央山脈の一角にあった日潭と月潭を合わせて貯
水池とし、ダム湖と発電所の落差を利用する計画が作成された。当初建設資金は 4800 万円
と見積もられたため、台湾電力設立時に資本金を 3000 万円とし、総督府が所有していた設
備を供出して 1200 万円の出資に相当させ、加えて、株式を 1800 万円分発行した。これに資
本金と同額の社債を発行して 4800 万円の工事費用を捻出する計画であったのである。
表 5　台湾に現存した所有別発電設備（1915～18年）
年度
官　　　営 民　　　営
合計
作業所 自家用 供給会社 自家用
kW kW 社 kW 台 kW kW
1915 6,341 -- 6 603 33 3,553 10,497
1916 6,341 -- 6 455 35 4,013 10,809
1917 9,325 885 7 660 38 5,420 16,290
1918 9,325 885 8 815 41 9,019 20,044
　　出所）台湾総督府編『台湾事情』大正５～７年版（復刻版、成文出版社、1985 年）。
　　注１）電気作業所の数値は年度末、民営の数値は 1915 年は年度末（1916 年 3 月）、
　　　　　1916 ～ 18 年は年末（12 月 31 日）。
　　　２）動力は１馬力＝ 746W で計算した。
　しかし、第一次世界大戦中に日本が経験した好景気は、物価や賃金の継続的な上昇をもた
35）「国産振興委員会諮問第 6 号「アルミニウム工業に関する特別委員会第二回会議に於ける古河関係諸氏
の説明概要」。
36）北波道子「植民地における電源開発と工業化」中村哲・堀和生編『日本資本主義の発展と朝鮮・台湾』
（京都大学学術出版会、2004 年）。
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らし、一方で戦後のヨーロッパの復興によって日本製品の市場は縮小した。工事の費用は、
1919 年 10 月の再算定で 6400 万円、1921 年には 7780 万円となった。1922 年には入札と物
価漸落で 7325 万円と僅かに下がったが、当初予算を大きく上回っていた。台湾電力はさら
に社債を募集しようとしたが、不景気によって実現せず、1922 年 6 月に工事は一時繰延と
なった。
　このとき土木工事の大部分は未完であったが、1922 年末の既投下資本は約 2400 万円で、
加えて電気機械のほぼ全部および鉄塔材料・銅線の購入がすでに契約済であった 37）。その後、
利息と設備維持費で 1924 年末には投下資本が 3500 万円を超過し、ついに 1926 年 12 月 7 日
に、上山満之進総督によって打ち切りの声明が発表された。資金調達および余剰電力消化の
困難がその理由であった 38）。
　余剰電力の消化問題は深刻であった。確かに台湾の電力需要は増加していたが、大規模な
工場誘致の具体的な計画は存在せず、1928 年、1929 年、1931 年にそれぞれ作成された計画
においても、工事完成後数年間は契約容量が 1934 年の発電所完成時の設備容量を超えるこ
とはなかった。にもかかわらず、1930 年 10 月 31 日に工事中止命令が解除され、不足する
建設資金を政府保証の外債発行によって調達することとなった。日本政府が外債の発行を許
可したのは、正貨の不足を補う狙いがあったためだと言われているが 39）、いずれにせよ、発
電所が完成しても会社は多大な借款と余剰電力を抱えることになるのは必至であり、台湾電
力としては、日本アルミニウムに余剰電力を販売できれば、願ったりかなったりであった。
ちなみに、日本窒素の自家発電であった朝鮮の長津江水電（朝鮮水電）は、同社の工場に対
しては 1936 年から 1941 年の間、3 厘 3 毛から 4 厘 3 毛で電力を供給していた。これを考え
れば、1 キロワット時あたり最低 5 厘はあり得ない数字ではなかったのである。
37）台湾電力株式会社「日月潭水力電気工事計画概要」（大蔵省財政史料室、前掲マイクロフィルム）pp.4～6。
38）北波道子、前掲書、pp.28-30。
39）津島寿一『外債処理の旅』（芳塘刊行会、1966 年）p.2。
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　表 6　台湾電力株式会社所有発電設備容量と契約設備容量および電力消化計画（単位：kW）
年度 発電設備容量
用途別契約容量 電力消化計画
電灯・
電扇 電熱 電力
計 1928 年 1929 年 1931 年
1919 10,050 4,757 ― 7,479 12,236 ― ― ―
1920 10,122 5,785 ― 8,061 13,846 ― ― ―
1921 12,122 6,564 ― 8,084 14,648 ― ― ―
1922 14,012 7,626 ― 9,705 17,331 ― ― ―
1923 15,012 8,894 617 11,115 20,009 ― ― ―
1924 15,012 9,306 629 11,290 20,596 ― ― ―
1925 15,012 9,598 668 11,717 21,315 ― ― ―
1926 15,002 10,625 565 13,676 24,301 ― ― ―
1927 17,002 11,376 1,123 14,773 26,149 ― ― ―
1928 16,940 13,683 1,761 16,137 29,820 ― ― ―
1929 24,865 16,204 2,177 21,255 37,459 33,229 ― ―
1930 31,740 18,489 2,577 24,681 43,170 36,571 43,379 ―
1931 42,740 22,453 3,796 28,214 50,667 39,784 47,369 50,667
1932 42,500 26,435 5,889 34,117 60,552 43,248 51,727 55,933
1933 42,500 28,694 5,511 38,161 66,855 49,246 56,486 61,535
1934 144,050 32,804 6,264 41,080 80,148 56,049 61,683 67,727
1935 144,050 36,019 6,687 52,992 95,698 63,282 67,358 74,427
1936 144,050 39,161 6,163 79,176 124,500 71,615 73,555 81,685
1937 187,550 41,957 6,254 111,906 160,117 79,511 80,322 89,554
1938 185,050 45,604 6,678 121,402 173,684 86,597 8,7712 98,092
1939 220,050 50,207 6,793 134,064 191,064 94,336 95,782 107,364
1940 221,617 69,119 8,037 150,296 227,452 ― 104,594 117,473
1941 234,620 77,159 8,969 188,977 275,105 ― 114,217 128,116
1942 250,920 47,550 9,479 198,642 255,671 ― 124,725 139,766
1943 267,370 50,056 10,261 207,292 267,609 ― 136,200 152,476
1944 321,135 53,476 9,886 261,517 324,879 ― 148,730 166,345
出所）「発電容量」は柯文徳・楊承勳「台湾之電力（統計）」（台湾銀行経済研究室『台湾之電力問題』台湾
銀行経済研究室、1952 年）p.204、「用途別契約容量」は台湾電力株式会社『社業現況　昭和 13 年 4 月』
（台湾電力株式会社企画部、1938 年）および前掲『台湾之電力問題』pp.210 ～ 213、｢計画｣ は「内
地及各植民地電灯料金比較表｣（大蔵省財政史室『昭和財政史資料―震災から準戦時体制まで―』「会
社（4）台湾電力株式会社」国会図書館所蔵マイクロフィルム）から作成。
注 1 ）電気メーターで実際の電力消費量（kWh）が計測されるのは､ 1930 年代以降のことであり、当時の
電気需要は契約容量（何 kW の機械を使用するか）によって計算されていた。
　 2 ）「1931 年の計画」は 1931 年の実績を基に電灯 9.6％、電熱 9.5％、電力 9.5％、全体で 9.53％の定率増加、
および勧誘や設備拡張予想を加えたものとして算出されている。
　 3 ）網掛け部分は工事期間中の需要増加予測。
　正確にいつの時点で台湾電力との契約が成立したのかは特定できないが、ここで確認してお
きたいのは、日月潭水力発電所は日本アルミニウムのために工事が再開されたのではないとい
うことである。すなわち軍需工業であるアルミニウム製錬業の主導で電源開発が進められたの
ではなく、あくまでも台湾の工業化が進展しており、そのジャンプ・ボードとしてアルミニウ
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ム製錬業の誘致があったという流れの重要性である。『日本軽金属20年史』では、「台湾電力
の副社長安達房次郎氏から近く完成する同社の日月潭発電所の利用をすすめられ」、「外地では
あるが鉱石の輸送距離からも非常に有利であり、電源も将来性があるので、有利な条件で電力
供給の仮契約を行った」と述べられている 40）。
2 ．日本アルミニウム高雄工場という画期
　以上の経緯から、1934 年に日本アルミニウム・シンジケートとNIBEM社間で、ビンタ
ン島産ボーキサイトの 30 年長期一手販売契約が成立したのを機に 41）、1935 年 6 月、資本金
1000 万円の日本アルミニウム株式会社が設立され、台湾の高雄に同社最初の工場が建設さ
れた。社長は井坂孝で、専務に吉田一郎（三菱）、取締役には原邦造、各務鎌吉（東京海上）、
顔国年、松木幹一郎（台湾電力社長）、牧田環（三井）、三谷一二（三菱）、中川末吉（古河）、
寒川恒貞（東海電極）が就任し 42）、「ある程度挙国一致の実を備えることができた」43）という。
　「日本アルミニウム株式会社設立趣意書」によれば、同社は「我国焦眉の対策は先ず一日
も速に我アルミニウム工業を欧米諸国と同一の基準に進展せしむる」ために「欧米に於いて
既に完成し保証せられたる製造技術を採用し之を我に移植する」ことを目標としていた 44）。
この趣旨通り、日本アルミは、「理研の特許ではなく」45）、ボーキサイト鉱を苛性曹達水溶液
に溶解し、水酸化アルミニウム水溶液を脱水してアルミナを生成する湿式バイヤー法を採用
し、工場の設計から操業に至るまでドイツのラウタ工場から招聘されたストラーベ博士の技
術指導を受けた 46）。
　日本アルミニウムの成功は、日本のアルミニウム製錬業に大きなインパクトを与えた。す
なわち、「バイヤー法による日本アルミが出現し、競争の舞台に立つに及んで、先進 3社の
自給原料、独自製法の国産方式には、財界からも専門技術者からも、冷たい批評の眼でみら
れることになった。のみならず、昭和電工、住友化学は、ともに莫大な赤字を如何ともする
ことができず、日華事変中に軍部の示唆にしたがって、これらも世界共通のボーキサイト＝
バイヤー法に転換した」47）というのである。
40）前掲『日本軽金属 20 年史』p.8。
41）台湾銀行『台湾における新興産業』（1936 年 10 月）p.85。しかし、『日本軽金属 20 年史』では、「新会
社設立の見通しがついたので、急速に原料ボーキサイトを確保することが必要となった」p.9 となって
おり、どちらが先かは確認の余地がある。
42）日本アルミニウム株式会社『第弐期営業報告書』。
43）前掲『日本軽金属 20 年史』p.9。
44）「日本アルミニウム設立趣意書」p.2。
45）台湾銀行、前掲書、p.85。
46）前掲『日本軽金属 20 年史』p.9。
47）前掲『昭和産業史』pp.221-222。
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　表 7 に示したように、日本アルミニウムは、日本のアルミニウム地金製造が始まった
1934 年から終戦までの間に、7 万 3700 トンのアルミニウムを製錬し、それは日本全体の
13.4％を占めた。しかし、それだけではなく、日本アルミニウム高雄工場の出現が、結果的
に日本のアルミニウム製錬業が国際競争力を持つように変貌していくきっかけとなったこ
とは非常に重要である。先進的な軍需工業であっても、政府の補助育成に頼るだけではなく、
一定の規模を持ち、経済的に採算性が確保されていることがアルミニウム製錬工業への参入
において肝要であることを、各事業者は体感したのである。この経験は、古河電工と東京電
灯の提携によって1939年に設立された国策会社日本軽金属の登場にもつながったのであった。
表 7 　日本帝国内企業別地域別アルミニウム生産量（単位：1,000トン、％）
会社名
日本内地 朝鮮 台湾 総
合
計
日本
曹達
日本
軽金属
昭和電工
東北振興
アルミ
住友
アルミ
計
朝鮮
窒素
朝鮮
軽金属
三井
軽金属
計
日本
アルミ
計
工場名 高岡 蒲原 新潟 富山 大町 喜多方 郡山 新居浜 高雄 花蓮港
1934 0.6 0.6 0.6
1935 0.2 2.5 2.7 2.7
1936 0.8 3.3 0.6 4.7 4.7
1937 0.7 3.3 6.0 1.1 11.1 2.0 2.0 13.1
1938 2.1 3.5 7.8 2.0 15.4 3.9 3.9 19.3
1939 4.2 3.5 9.9 1.0 3.1 21.7 7.5 7.5 29.2
1940 4.9 0.4 3.5 9.9 2.3 5.5 26.5 1.2 1.2 7.6 7.6 35.2
1941 5.4 8.8 4.8 3.8 14.7 2.0 10.8 50.4 2.5 0.3 2.8 12.1 0.1 12.3 65.5
1942 7.9 13.9 12.7 4.6 18.5 2.8 14.9 75.4 2.2 1.7 3.9 12.0 1.2 13.2 92.4
1943 9.9 31.1 18.4 5.8 21.4 3.2 18.3 108.0 2.7 3.5 3.2 9.4 12.5 2.9 15.4 132.8
1944 11.0 30.9 16.8 5.7 18.3 4.3 3.4 19.1 109.5 4.6 3.3 8.0 16.0 8.4 2.9 11.3 136.8
1945 1.4 4.9 1.5 2.3 1.7 2.0 0.0 2.7 16.5 1.2 1.0 0.9 3.1 0.6 0.0 0.6 20.1
構成比 8.6 16.3 9.8 6.7 20.7 1.1 2.7 14.1 80.1 2.6 1.8 2.2 6.6 12.1 1.3 13.4 552.4
出所）東洋経済新報社『昭和産業史　第 1 巻』p.218。
　表 8 の輸入量からもわかるように、日本のほとんどのアルミニウム製錬事業者は、礬土頁
岩や明礬石の利用を完全にあきらめたわけではなかったが 48）、ボーキサイトを利用した製錬
事業に乗り換えていった。特に、航空機の原料となるジュラルミンの製造には、純度 99.4％
以上のアルミニウムが必要とされたため、国産原料によるアルミナから製錬される地金では、
どうしても品質がかなわなかった。コスト高と低品質に悩まされることとなったのである。
なお、こうした事情から、住友化学は、自社製造のアルミニウムを住友金属や住友アルミニ
ウムなどの同系会社に販売し、外部の市場には販売しなかったという 49）。
48）一条諦吉『アルミニウム年鑑・マグネシウム総覧』（金物時代社、1940 年）。
49）前掲『昭和産業史』p.221。
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表 8　日本のボーキサイトおよび礬土頁岩移輸入量
年度
ボーキサイト 礬土頁岩輸
移入量
アルミニウ
ム生産量パラオ インドネシア マレ シーア 仏領インドシナ ギリシャ インド 計
1935 5,300 5,300 3,690 2,684
1936 9,192 958 9,232 6,380 25,762 8,360 4,692
1937 46,663 27,984 15,992 10,510 101,149 21,750 13,106
1938 3,655 117,269 76,505 15,240 7,809 220,478 26,750 19,258
1939 19,987 202,081 104,692 31,698 358,458 35,990 29,153
1940 22,495 194,729 62,965 280,189 150,669 35,248
1941 59,297 58,059 26,740 3,215 147,311 174,876 65,492
1942 195,669 297,700 54,700 15,947 564,016 183,579 92,444
1943 104,223 649,760 168,336 2,450 924,769 171,292 132,841
1944 1,000 275,017 72,343 348,360 187,399 136,787
1945 1,890 1,890 41,899 20,100
出所）東洋経済新報社『昭和産業史　第 1 巻』p.219。
表 9　1937年生産力拡充5か年計画のアルミ消費量予測（単位：トン）
飲食器用 合金用 其の他 合計
1936 6,000 4,000 6,000 16,000
1937 7,000 6,000 7,000 20,000
1938 7,000 9,000 9,000 25,000
1939 8,000 13,000 10,000 31,000
1940 8,000 18,000 12,000 38,000
1941 9,000 23,000 12,000 44,000
1942 9,000 28,000 13,000 50,000
出所）商工省工務局「生産力拡充五ヶ年計画（昭和 12 年 4 月）p.3。
　　　原朗・山崎志郎編『生産拡充力計画立案資料（一）』（現代史料出版、
1996 年）所収
表10　日本のアルミニウムインゴット用途別消費量の推移（単位：トン、％）
　　　　年
用途
1939 1940 1941 1942 1943 1944 1945 合計
軍
　用
航空機 66,214 105,290 100,071 10,200 281,775
構成比 60.9 72.4 88.9 100.0 52.0
陸軍 24,874 16,229 28,547 14,854 11,328 3,635 99,467
構成比 44.9 37.9 42.8 13.7 7.8 3.2 0.0 18.4
海軍 18,854 17,774 24,339 5,892 7,053 3,775 77,687
構成比 34.1 41.6 36.5 5.4 4.8 3.4 0.0 14.3
小計 43,728 34,003 52,886 86,960 123,671 107,481 10,200 458,929
構成比 79.0 79.5 79.4 80.0 85.0 95.5 100.0 84.7
民間用 11,636 8,764 13,736 21,766 21,767 5,030 82,699
構成比 21.0 20.5 20.6 20.0 15.0 4.5 0.0 15.3
合計 55,364 42,767 66,622 108,726 145,438 112,511 10,200 541,628
構成比 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 700.0
出所）中島崇行・村津寿美男『アルミ業界』（教育社新書、1977 年）。
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戦前台湾におけるアルミニウム製錬業について（北波）
　また、日本アルミニウムの高雄工場の登場は台湾の工業化にも大きな転換点となった。
　アルミニウム製錬の成功によって、電力多消費型工業が台湾にも勃興し、余剰電力問題で
悩んでいたのが一転、電力不足の予想によって新しい電源開発の計画が次々と浮上したので
ある 50）。また、航空機の材料として確実な需要を確保していた日本アルミは、時局産業とし
て成功を納め、独自に台湾東部で電源開発事業に乗り出し、東台湾電力株式会社の設立を促
した。東台湾電力は日本アルミが 50％、朝鮮化学工業・東邦金属・東洋電化がそれぞれ 16
％を出資し、「合同自家発電を行なう組合制」のようなもので、それぞれの発電所は具体的
な需要を前提に建設された 51）。このため1939年に2000万円でスタートした資本金は1942年
には一気に 6000 万円に増額され、東台湾電力は急速に成長した。
　一方、需要に関してみると、表 9、表 10 からもわかるように、アルミニウムの需要は
1937 年に予想されたよりもはるかに増大し、1942 年には 10 万トンを超えて、当初予想の 2
倍となり、1943 年には戦前最大の 14 万 5438 トンとなっている。しかしながら、この間の
供給先は軍が 79％～ 100％であり、特に 1940 年代以降は航空機として、戦争の中で消費さ
れていったのである。
おわりに
　以上に検討したように、戦前台湾のアルミニウム製錬工業は、①日月潭の余剰電力、②ビ
ンタン島のボーキサイト、③戦時期におけるアルミニウム合金の需要によって実現した時代
の産物であった。しかし、それだけではなく、世界のアルミニウム産業が大規模化と効率化
を進めていた一方で、日本のアルミニウム製錬工業が国産原料に拘泥し、生産効率とコスト
面において大きく立ち遅れていたことも、台湾の高雄にアルミニウム製錬工場が建設される
一つの要因となった。一方で、大正南進の際に、台湾総督府が大規模水力開発を始めていな
ければ、また、ビンタン島のボーキサイトがシリカ含有率 3％以下の優良な資源でなかった
ら、日本アルミニウムは設立の機を逸して、日本のアルミニウム地金が世界の水準に達する
のがもう少し遅くなったかもしれない。そういった意味で、日本アルミニウム高雄工場の出
現は結果として世界史の中でも重要なキーとなるターニングポイントとなったのである。
　確かに台湾にはアルミニウムの圧延工場やジュラルミン製造工場がなかった 52）。それが戦
50）北波道子、前掲書、第 2 章。
51）北波道子、前掲書、pp.58 ～ 59。
52）台湾総督府調の『工場名簿』で確認する限り、戦前の台湾でアルミニウムの加工に関わっていた事業
者は、台南州港町の台湾アルミニウム工業所（1933 年 12 月創立、アルミニウム釜製造、社長：大橋千
代造、職工数 15 人、1937 年に合資会社台湾アルミニウム工業所（社長：呉福助））と台南市寶町の東
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後のアルミニウム産業の再出発時に大きな足かせとなったことは、戦後の資料などから散見
される。しかし、本論で見たように当時台湾は日本帝国の内部に位置し、日本帝国内の分業
の中で地金のみを生産する工場が独立して存在することは、アルミニウム製錬という工業の
性質上それほど不自然なことではなかった 53）。したがって、製錬部門だけを台湾に置いたこ
とを以って、安い電力と労働力を搾取する収奪的な植民地経営と位置付けることは客観的な
分析とはいえないだろう 54）。しかしながら、終戦によって戦争による特需も終わってしまっ
た後、日本帝国内の循環とも切り離されてしまった時に、台湾でアルミニウム製錬工業が置
かれていた飛び地的、植民地的な位置付と、それが抱えていた矛盾が浮き彫りにされたこと
も確かであった。これらの点については、今後の研究課題としたい。
成アルミニウム工業所（1938 年 3 月、社長：鄭老地）の 2 社だけであった。ちなみに、日本アルミニ
ウム株式会社高雄工場は、1936 年 11 月創業、従業員 196（1936 年）529 人（1937 年）。
53）その後、日本でもアルミナのみを製造する事業者や工場が出現した。前掲『昭和産業史』pp.223-228。
54）金成前、前掲論文、p.91。
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